
航空機墜落事故における新たな被害者支援制度について 

 

 

 東京都は、都営空港を離発着する航空機が、今後万が一、都内に墜落し

た際、被害を受けた住宅の建替えなどに必要な資金を再調達価額まで支給

する支援制度を創設しました。 

この制度は、平成３０年８月１日から開始します。 

 

                 記 

 

１ 制度の趣旨 

 都営空港（※）を離発着する航空機が都内に墜落した際、住宅に被害

を受けた住民に対する迅速な生活再建支援 

 

  

 

 

 

２ 支援メニュー 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※家屋所有者とは、事故当時、都内で戸建住宅、マンションなどを所有し、

かつ、居住していた方等を言います。 

 ※賃借人とは、事故当時、都内で戸建住宅、マンション、アパートなどに居

住していた方を言います。 

 

 

平成３０年７月２６日 

港 湾 局 

〈※〉都営空港 

調布飛行場、東京ヘリポート、大島空港、新島空港、神津島空港、三宅島空港、

八丈島空港 

 

 

≪問い合わせ先≫ 

 港湾局離島港湾部 管理課 空港調整担当  

 電話 ０３－５３２０－５６２７  


